
業者・町担当との打合せ等
（補助対象となるかの確認、金額や工事期間の精査など）
　【補助対象】

　・地震震発生時に、倒壊又は転倒の危険性がある。

　・地上からの高さが60cm以上である。

　・自宅、事務所等から避難所、避難地等へ至る公衆用道路に面している。

「補助金交付申請書（様式第１号の３）」提出
　【添付資料】※は必要がある場合のみ

　　①位置図　②配置図　③施工前の写真　④見積書

　　⑤※所有者の承諾書（任意様式）　⑥※建替えの設計図面

町は、申請書を審査する。

町 「補助金の交付について（決定）」発行

申請者は、補強工事に着手し、工事完了後に工事費を支払う。
建替えの場合は、以下を満たすこと。
　【補助対象】

　・「ブロック塀等の除却事業」を行っている。

　・建替後、地震に対して安全な構造である。

　・２段以下である。

　・建築基準法第42条第２項の道路に接している場合は、後退して新設する。

「実績報告書（様式第６号）」提出
　【添付資料】

　　①工事の領収書　②着手前、工事中、完了後の写真

　　③事業契約書　④領収書

町は、報告書を確認する。

町 「補助金の交付について（確定）」発行

申請者 「請求書（様式第９号）」提出

町 補助金交付

：申請者の対応事項
：町の対応事項

ブロック塀等の除却・建替え事業　実施フロー

申請者

↓

↓

申請者

↓

申請者

※補助金の交付決定以降、施工内容の変更や補助申請額の変更が生じた場合は、
　変更承認申請書の提出が必要です。

↓

↓

↓


